
第２次赤磐市総合計画について（案）

第１回赤磐市まちづくり審議会

資料Ｎｏ．５
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１ 総合計画とは

 自治体の最上位に位置付けられ、行政運営の総合的な指針
となる計画。

 地域づくりの最上位に位置づけられる計画であるため、長期展望を持った、計
画的、効率的な行政運営の指針が盛り込まれる。

 総合計画は、概ね１０年間の地域づくりの方針を示す「基本構想」、基本構想を
受けて５年程度の行政計画を示す「基本計画」、３年間程度の具体的施策を示
す「実施計画」の３つで構成されることが多い。この３つを合わせて、一般的に
総合計画という。

 地方分権改革の一環として、平成２３年の地方自治法の改正により、地方自治
法第２条第４項「基本構想策定の義務づけ」が削除された。

○赤磐市議会基本条例（平成24年12月21日条例第41号）（抄）
第９条 地方自治法(昭和22年法律第67号。以下「法」という。)第96条第2項の規定に基づく議会の議決事件は、
議決責任を市長等と分担する観点から以下の事項に関することとする。
(2) 総合計画(地方自治法の一部を改正する法律(平成23年法律第35号)による改正前の法第2条第4項の規定に基
づき定めた基本構想を実現するための基本的な計画で、市政全般にわたり総合的かつ体系的に定めるものをい
う。)の策定、変更等に関すること。
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２ 第１次赤磐市総合計画

 第１次赤磐市総合計画（以下「現行計画」という。）は、平成１７年３月７日に赤磐郡内の山陽町、赤坂町、熊
山町及び吉井町の４町が合併して誕生したことを契機に、赤磐地域合併協議会が策定した新市建設計画
を踏まえて平成１８年３月に策定され、その後平成２２年３月と平成２３年３月に一部改訂を行った。

 【構成と期間】

 現行計画は、『基本構想』、『基本計画』、『実施計画』の３つから構成され、それぞれ次のとおりの役割と期
間になっている。

 ―基本構想－

 市民要望、時代の潮流、本市が直面している課題等を検討し、基本とすべき理念や将来像、そして、それを実現する
ための施策の大綱等を示す。平成１８年度を初年度とし、平成２７年度を目標年度とする１０ヵ年の長期構想。

 ―基本計画－

 基本構想の施策の枠組みに基づき、今後取り組むべき主要な施策を各分野にわたって定めている。計画期間は、基
本構想と同じく１０ヵ年とするが、社会・経済情勢の急激な変化に的確かつ柔軟に対応できるよう、中間年で見直しを図
ることとしている。

 基本計画の分野ごとに、今後１０年間で目指すべき目標指標を定め、計画の進捗状況や到達点の評価を行えるように
している。

 ―実施計画－

 基本計画に示した目標に基づいて具体的に実施する事業を定め、事業の優先順位や具体的な事業内容、財源等を
示すことにより予算編成の指針としている。３ヵ年計画として策定し、毎年見直しを行うことにより社会経済情勢の変化
や目標指標との連携を図り、総合計画の進行管理を行う役割を担っている。
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２ 第１次赤磐市総合計画～主な内容～
 平成２７年度の総人口目標

 ４６，６００人

 土地利用の方針
 ‐北部地域‐

 周匝地区は地域の拠点として「北の玄
関口」の役割を担う。

 自然との調和を重視しつつ、農産物や
レクリエーション施設などの資源を活か
し、都市との交流を促進する。

 美作岡山道路の整備の効果を企業誘
致に活かし、地域の雇用を確保する。

 ‐南部地域‐
 暮らしやすさを高めて人口の集積を促
進する。

 既成市街地とその周辺（赤坂地域含
む）を都市拠点に位置付け、商業施設
の集積などを活かして都市的環境の整
備を進める。

 熊山駅周辺地域は病院を中核とした
保健・医療・福祉の拠点と位置付ける。
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２ 第１次赤磐市総合計画～主要な実績～
分野 目標指標 策定時の状況 計画終了時目標 実績 備考

市民主体のまちづくりの推進 ＮＰＯ法人数 １３団体 ２０団体 ２０団体

男女共同参画社会の形成 各種審議会委員への女性の登用率 ３１．３％ ４０．０％ ２９．６％ Ｈ２５年度末

雇用者総数に占める女性の登用率 ４４．２％ ４７．０％ ４４．５％ Ｈ２２国調

交流活動の推進 市国際交流協会会員数 ２０人 １５０人 ５２人

環境施策の推進 生活排水の浄化率（水洗化率） ８１．９％ ９０．０％ ９２．４％ Ｈ２５年度末

循環型社会の構築 ごみの再資源化率 １９．９％ ２５％ ２０．８％ Ｈ２５年度末

上下水道の整備 下水道処理人口 ３０，１７９人 ３９，２６０人 ３２，７１４人 Ｈ２５年度末

合併浄化槽処理人口 ５，７０８人 ２，０００人 ４，５９０人 Ｈ２５年度末

住宅・市街地の整備 宅地分譲売却率 ３１．１％ ４３．１％ ４４．４％ Ｈ２５年度末

バリアフリー型公営住宅数 ０戸 １０戸 ０戸 Ｈ２５年度末

交通安全・防犯体制の充実 交通事敀総事敀件数 １，０４９件／年 ９５０件／年 １，０３３件／年 Ｈ２５年１～１２月

消防防災の充実 自主防災組織数 ６２団体 １３２団体 １３２団体

情報ネットワークの整備 住基カード所有者数 ６８５人 １，０００人 ９９６人

公園・緑地・水辺の整備 １人当たりの都市公園面積 １１．２３㎡／人 １１．２７㎡／人 １１．０６㎡／人 Ｈ２５年度末

景観の保全・整備 景観形成地区等の指定 ０件 １０件 ０件 Ｈ２５年度末

保健・医療の充実 健康診査・がん検診受診者数 ２１，９７８人／年 ２７，０００人／年 ２０，６９４人／年 Ｈ２５年度

乳幼児健診受診率 ８６．５％ ９５．０％ ９３．２％ Ｈ２４年度

地域福祉の充実 福祉活動ボランティア登録者数 １，０５５人 １，１００人 ９００人 Ｈ２５年度末

高齢者福祉の充実
要支援や要介護を必要としない高齢者の割合 ８３．９０％ ８５．００％ ８３．２４％ Ｈ２６．７末

障がい者福祉の充実 相談支援事業実利用者数 １２３人／年 ２００人／年 １５０人／年 Ｈ２５年度

地域生活支援センター（Ⅲ型）通所者数 ７０人／年 １２０人／年 ２８８人／年 Ｈ２５年度
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２ 第１次赤磐市総合計画～主要な実績～
分野 目標指標 策定時の状況 計画終了時目標 実績（Ｈ２６．１０．１） 備考

子育て支援の充実 児童館・子育て支援センター利用者数 １４，７１９人／年 １７，６６０人／年 １４，８０１人／年 Ｈ２５年度

児童相談件数 ２６件／年 ７０件／年 １４６件／年 Ｈ２５年度

社会保障の充実 生活保護受給者のうち新規就労者数 累計４１人 累計５０人 累計６６人

国保特定健康診査受診率（Ｈ２０開始事業） ２２．２０％ ６５．００％ １９．９６％ Ｈ２５年度

次世代へ誇れる持続可能な産
業構造の確立

集落営農組織数 ９ １５ ３ Ｈ２５年度末

時代をリードする新産業の開拓 知的財産権保有件数 ０件 １件 ０件 Ｈ２５年度末

農商工連携実践件数 ０件 ５件 １件 Ｈ２５年度末

雇用・勤労者対策の充実 高齢者の就業割合 １２．６％ １５．０％ １２．８％ Ｈ２２国調

生涯学習社会の確立 市立図書館での１人当たりの図書貸出数 １１．１冊／年 １２．０冊／年 １０．２冊／年 Ｈ２５年度

市立図書館蔵書数 ２３９，６９４冊 ３７０，０００冊 ２８５，６４０冊 Ｈ２５年度末

生涯スポーツの振興 スポーツ施設利用者数 ２８２，３５１人／年 ３５０，０００人／年 ２７８，４８９人／年 Ｈ２５年度

スポーツ教室・大会等参加者数 ５，１７３人／年 １０，０００人／年 ２７，９６１人／年 Ｈ２５年度

学校教育の充実 校舎・体育館の耐震化率 ６９．２％ １００．０％ １００．０％ Ｈ２５年度末

学校給食センターのドライシステム化率 ５０％ １００％ １００％ Ｈ２５年度末

青尐年の健全育成 家庭教育講座参加者数 ７２８人／年 ８００人／年 ８６０人／年 Ｈ２５年度

歴史文化の保存と活用 郷土資料館入館者数 １，５４３人／年 ２，０００人／年 ３，４７４人／年 Ｈ２５年度

健全財政の推進 経常収支比率 ９１．４０％ ８５．００％ ８８．１１％ Ｈ２５年度

地方債残高 ２０，０１６百万円 １６，０００百万円 ２２，６８８百万円 Ｈ２５年度

基金残高 ７，５６８百万円 ８，０００百万円 １０，２６８百万円 Ｈ２５年度

定員管理 職員数 ５６８人 ５６０人 ５３８人 Ｈ２５年度末
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３ 第２次赤磐市総合計画～概要～

 策定の目的
 総合計画の策定義務は廃止されたものの、本市においては、現行計画が市の最上
位計画として将来のあり方を展望し、市民にまちづくりの中長期的なビジョンを示す
とともに、総合的かつ計画的な行政運営の指針を示す、いわゆる「まちづくりの羅針
盤」として機能している。

 現計画の期間が終了した後も、この最上位計画が必要であると考えられるため、引
き続き新たな総合計画を策定することとする。

 策定の時期
 現行計画（計画期間：平成１８年度から平成２７年度）に基づき行政運営を進めてい
るところであるが、近年は、社会経済情勢の急激な変化等に伴う新たな課題も生ま
れており、行政には早期の対応が求められている。

 これらの課題に早期に対応し、もって赤磐市のさらなる発展及び一層の市民サービ
スの向上を図るため、第２次赤磐市総合計画の策定を１年前倒しして、今年度中の
策定を目指す。

 国の動向
 地方創生に関する国の動向を注視し、「まち・ひと・しごと創生法（平成２６年１１月２６
日公布）」及び今後国が策定する「長期ビジョン」、「総合戦略」の趣旨を呑み込んだ
総合計画を策定する。
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３ 第２次赤磐市総合計画～策定体制～

市 民

赤磐市まちづくり審議会

議 会

赤磐市
庁内総合計画（素案）策定体制

プロジェクトチーム

赤磐市総合計画策定本部（市長、副市長、部長級職員）

赤磐市総合計画策定委員会（課長級職員）

答申

参加参加（まちづく
りサロン、市民
アンケート、パ
ブリックコメン
ト）

議決

市 長

諮問提案

付託
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３ 第２次赤磐市総合計画
～経緯・今後のスケジュール～

会議等 内容 時期

第１回赤磐市総合計画策定本部会議 今年度、新たな総合計画を策定する方針を決定 ４月

まちづくりサロン「まちつくーる」（赤坂） 市民活動団体の協力を得て、地域の方〄が集まってまちづくりに関
する意見を出し合うワークショップを開催

５月

まちづくりサロン「まちつくーる」（桜が丘） 〃 ６月

市民アンケートの実施 無作為抽出した１８歳以上の市内在住者２，８００人を対象 ６月

まちづくりサロン「まちつくーる」（吉井） 市民活動団体の協力を得て、地域の方〄が集まってまちづくりに関
する意見を出し合うワークショップを開催

９月

第１回プロジェクトチーム全体会議 庁内２４名からなるプロジェクトチームを組織 １０月

第１回 審議会 策定方針決定、現状分析、課題検討 今日

第２回 審議会 基本構想（素案）の検討、基本計画の方針検討 ～

第３回 審議会 基本構想（素案）の調整・答申意見の検討、基本計画（素案）の検討 ～

パブリックコメント ～

第４回 審議会 基本計画（素案）の調整及び答申意見の検討 ～

答申 ～

議会上程 ３月
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４ 第２次赤磐市総合計画の策定方針（大きな目標）

 安心して子どもを産み育てることができるまちにしたい。

 子どもから高齢者、障がいのあるなしなどに関わらずだれもが生きがいを
持て、安全・快適に生活し続けられるまちにしたい。

 現在赤磐市に住んでいない人にも将来は赤磐市に住んでみたいと思われ
るまちにしたい

～赤磐市が魅力をさらに高め、将来にわたり永続的に発展し
てくために～

安全で安心して暮らせる快適なまち
環境と文化を活かしたうるおいのあるまち
人の交流により賑わいと活力のあるまち
地域が元気な市民主体のまち
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４ 第２次赤磐市総合計画の策定方針（現実の問題）

 推計による人口減尐傾向を放置すると、「老年人口でさえ恒常的に減尐す
る本格的な人口減尐社会」がゆっくりと、しかし確実に近づいてくることが
避けられない。

 人口減尐により人口密度が低下すると、一定の人口密度によって支えられ
てきた生活利便施設、商業施設、公共交通機能が維持できなくなってくる。

人口減尐はゆっくり忍び寄るがゆえに対策が先
送りになりかねない

手遅れとならないよう、早期の段階からできるこ
とを着実に実施していくことが必要
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計

・基準人口は、平成２２年国勢調査の結果による（ただし、熊山地域の人口において、岡山白稜中学校・高等学校の入寮生（１２
４人）について除外する。）。
・国勢調査は５歳階層別の結果であるため、年齢丌詳分と住民基本台帳データをもとに各歳別に按分した。
・ここに算出した推計値は、社会増減を考慮しない自然増減の動態を見る「封鎖人口」とした。

・出生数の基準となる出生率は、赤磐市の平成２４年度の出生データをもとにした合計特殊出生率から逆算し、年齢別に按分し
た。
・出生率の推移は、平成２４年から平成５２年までに、全国平均の最低値に向かって一定の逓減傾向に向かうと仮定した。
・死亡率(生残率)は、平成２４年全国統計データを引用し、一定であると仮定した。赤磐市全体

12



0 

500 

1,000 

1,500 

2,000 

2,500 

3,000 

3,500 

4,000 

4,500 

5,000 

男

女

人口推計
山陽小学校区

0 

500 

1,000 

1,500 

2,000 

2,500 

3,000 

3,500 

4,000 

4,500 

5,000 

男

女

山陽西小学校区

0 

500 

1,000 

1,500 

2,000 

2,500 

3,000 

3,500 

4,000 

4,500 

5,000 

男

女

山陽東小学校区

0 

500 

1,000 

1,500 

2,000 

2,500 

3,000 

3,500 

4,000 

4,500 

5,000 

男

女

山陽北小学校区

13



0 

500 

1,000 

1,500 

2,000 

2,500 

3,000 

3,500 

4,000 

4,500 

5,000 

男

女

桜が丘小学校区

0 

500 

1,000 

1,500 

2,000 

2,500 

3,000 

3,500 

4,000 

4,500 

5,000 

男

女

赤坂地域小学校区

0 

500 

1,000 

1,500 

2,000 

2,500 

3,000 

3,500 

4,000 

4,500 

5,000 

男

女

熊山地域小学校区

0 

500 

1,000 

1,500 

2,000 

2,500 

3,000 

3,500 

4,000 

4,500 

5,000 

男

女

吉井地域小学校区

人口推計
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４ 第２次赤磐市総合計画の策定方針
（計画策定の視点・方針）

 「人口減尐を食い止め、人口を維持・伸長させる。」ことを２０４０年頃
までを見据えた長期的な目標として、赤磐市全体で取り組んでいき
たい。

 平成３６年度末における赤磐市の総人口の目標「４２，０００人」
 赤磐市の合計特殊出生率「１．３３（平成２３年 ）⇒１．５５（平成２４年）」の伸び率
を維持・伸長させ、平成３６年度末の赤磐市の合計特殊出生率を「１．６１（※県
の達成目標と同じ）」に引き上げる。

 上記の自然増に向けた取り組みと、社会増を進める取り組みによる効果を併
せ、総人口目標を達成する。

•住み続けたいまちづくり（医療・福祉の充実、環境施策、防災防犯対策の推進
など、安全・安心の居住環境の提供）社会減の抑制

•他の都市から移り住んでみたいまちづくり（産業の活性化や新たな産業の創出などによる雇
用の拡大、まちの賑わいの創出、医療・福祉の充実、出産・子育て・教育環境の充実、安
全・安心の居住環境の創出など）

社会増の促進

•安心して産み育てられるまちづくり（出産・子育て・教育環境の充実、雇用環境
の充実など）自然増の促進

•長生きできるまちづくり（高齢者の生きがいづくり、防災防犯対策の推進、医療・
福祉の充実、交通安全対策など）自然減の抑制

【岡山いきいき子どもプラン２０１５による県の達成目標】
「平成３１年度末の合計特殊出生率１．６１」、「平成３７年度末の希望出生率（※） １．７２」
（※）（（既婚者割合×平均予定子ども数）＋（未婚者割合×未婚結婚希望割合×平均こども理想数））×離別等効果 15



４ 第２次赤磐市総合計画の策定方針
（視点・方針の実現のために（１））

 赤磐市の財政を取り巻く厳しい環境や行政課題の多様化などに的確に対応するた
めには、長期的な視点を持って選択と集中による効率的な施策展開を行うことが
必要

 選択と集中による施策の効果が他の分野や施策に影響を不え、先導する役割を
果たすことを狙って、限られた財源の中にあっても目標に向かって着実に歩んでい
きたい。

 大きな目標の実現に向けて、課題解決の原動力となりうる先導的な施策を「まちづ
くりの重点目標」として掲げ、特に重点的に取り組んでいきたい。

～選択と集中による重点目標～

未来を担う人づくり
（子は宝、地域を担う人づくり）
活力と魅力のあるまちづくり
（人が集まり賑わうまち、産業に活力があるまち）
安全・安心に暮らせるまちづくり
（安全：防災・防犯 安心：医療・福祉・環境）

重点事業

関連
事業

関連

事業
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４ 第２次赤磐市総合計画の策定方針
（視点・方針の実現のために（２））

～重点目標を後押しする都市形成～

 利用圏人口の確保を通じた都市機能や公共交通の維持が必要

 一定の人口集積を基礎としたいくつかの地域に都市機能を集約し、地域経済の活性化と交流
によるまちの賑わい、良好な住環境を創造する。

 自然的・社会的特性によって既に市内に形成されている機能集積地や生活圏などを周辺地域
のけん引役を担う拠点に位置付け、エリアの活性化を図る。

 そして、それぞれの拠点で機能の適正化を図っていくことで、決して中心市街地への一極集中
ではない、自立した個性のある拠点の形成を目指す。

 各地域に丌足する機能は他の地域とのネットワーク化により補完することで、各地域が相互に
魅力を向上し合い地域で快適に住み続けることを可能にする。

 ただし、

 都市機能の集約に当たっては、都市機能集約地の居住者だけが恩恵を享受する一極集中型
ではなく、郊外や農山村地域を含めた市域全体の効用に資する都市形成を進める。

 それぞれの地域が持つ個性や特性を活かした都市形成を進める。

「各拠点が主役になり、お互いが多核的・有機的に連携して共存共栄を図る
集約型都市構造」を長期的に形成
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